
市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)
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※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与

実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、

当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし

人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

分析欄
【財政力指数】

三位一体の改革に伴う税源移譲により、暫定措置であった所得譲与税が廃止されたが個人住民税が前年度と比較して大幅に増加したため、前年度から０．０１

ポイント改善した。しかし、類似団体平均との比較においては依然財政力が低いという結果となっている。今後も基幹税である市民税及び固定資産税は、現状の

産業構造や地価の動向からすると大幅な増加は見込まれず、歳出面における経費の抑制が必要であることから、「別府市集中改革プラン」に沿った行財政改革

を推進し、歳出削減に取り組む。

【経常収支比率】

定年退職者の増に伴う人件費の増加や臨時財政対策債の償還金の増に伴う公債費の増加があったものの、退職手当債を充てたことにより経常経費充当一般

財源は２．６ポイント低下して比率の改善要因となった。一方、歳入においては、税源移譲に伴い個人住民税の増はあったものの、三位一体の改革に伴い地方

財政規模が抑制された影響により普通地方交付税及び臨時財政対策債の減少したことや所得譲与税の廃止により、経常一般財源が前年度と比較して３.１ポイ

ント低下して、悪化要因となったため、経常収支比率は前年度から０．６ポイント悪化するとともに、依然として全国平均、県内平均及び類似団体平均の比率より

高く財政構造の弾力性を図る数値のうえでは良くないという結果になった。今後も定年退職者の増加に伴う退職手当の増加や高齢化の進行に伴う扶助費の増

加により一層の財政支出の増加が懸念されるため、財政健全化に向け「別府市集中改革プラン」に基づき、事務事業の見直しや民間委託の推進などで人件費

の削減を図るとともに、扶助費についても生活保護制度の適正化を実施することにより経費の抑制に努める。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】

全国平均、県内平均及び類似団体平均と比較すると良好な数値となっている。今後、施設の老朽化に伴い維持補修費の増加が見込まれるとともに、施設管理

の指定管理者制度の導入や業務の民間委託に伴い物件費の増加が見込まれることから、「別府市集中改革プラン」に基づき、事務事業及び施設管理の見直し

【ラスパイレス指数】

これまでも、人事院勧告に準拠して、給料表や手当の改定を行っているが、平成２０年度は、給与構造改革が国より１年遅れたことなどから給料水準が上昇した

ことを是正するため、職員の給料カット（管理職３％、一般職２％）を行うとともに、２ｋｍ未満の通勤手当の廃止を行った。

これに伴い、ラスパイレス指数については、99.5と昨年から1.1ポイント改善した。

平成２１年４月から給料表の最高号級の一部廃止を行うなど、今後においても更なる給与の適正化に努める。

【人口１人当たり地方債現在高】

過去における高利率の既往債に係る繰上償還の実施や地方債発行の抑制により、人口１人当たり地方債現在高は県下各都市の中で最も少なく、また全国平均

及び類似団体平均と比較しても少ないことから、将来世代の負担を示す比率の上では良好な数値となっている。今後も、地方債発行の増加を抑制するため、地方

債を財源とする大型事業の実施にあたっては、世代間負担の公平と公債費負担の中長期的な平準化の観点から事業規模の適正化と計画的な事業実施を図り、

プライマリーバランスに配慮した財政運営に取り組む。

【実質公債費比率】

過去の大型事業実施に伴い発行した地方債の償還ピークが過ぎたこと、また、繰上償還など公債費対策の実施により公債費を抑制してきたことから、類似団体

等と比較して良好な数値となっている。今後も現状の水準を維持し、将来負担を増加させることのないよう「別府市集中改革プラン」に基づき、効率的かつ効果的

な事業執行をすることにより投資的経費の適正規模の維持を図り、将来負担を見据えた財政運営に努める。

【人口1,000人当たり職員数】

平成１７年度策定の別府市定員適正化計画に基づき、目標数値に対し着実に推移しており、今後も急速に変化する社会情勢に迅速に対応し、市民サービスのの指定管理者制度の導入や業務の民間委託に伴い物件費の増加が見込まれることから、「別府市集中改革プラン」に基づき、事務事業及び施設管理の見直し

を図り、さらなる経費の節減に努める。

平成１７年度策定の別府市定員適正化計画に基づき、目標数値に対し着実に推移しており、今後も急速に変化する社会情勢に迅速に対応し、市民サービスの

向上を図るための行政運営をスムーズにするため、組織・機構の改編、事務事業の見直しを行いながら、職員数の適正化に努める。


